
資料３－１  

車体課税のグリーン化の動向等に関する調査 



乗用車の取得・保有・走行に係る年間税負担額の国際比較 

○ 日本及び海外15カ国における標準的な燃費性能のガソリン車（日本の2015年度燃費基準相当）の
年間税負担額を比較したところ、日本の税負担額は北米と豪州を上回るが、欧州より小さい。 

標準的な自動車１台当たりの取得・保有・走行に係る税負担額 

※１ 各国税率は2016年1月時点。車体価格180万円（税抜）、排気量1,800cc、車両重量1.5t、燃費15.3㎞/L（JC08モード）、馬力142PS、排出係数2.32kgCO2/L、年間走行距離10,000kmと仮定し、計
算。但し、取得時に課税される税は、平均保有期間（7年）を勘案し、取得時の税額の7分の1を計上。 

※２ ガソリン価格（税抜）は、日本73.75円/L、ベルギー0.61EUR/L、デンマーク4.61DKK/L、フィンランド0.56EUR/L、フランス0.54EUR/L、ドイツ0.57EUR/L、アイルランド0.57EUR/L、イタリア
0.57EUR/L、オランダ0.56EUR/L、ポルトガル0.59EUR/L、スウェーデン5.40SEK/L、スイス0.66CHF/L、英国0.38GBP/L、カナダ0.85CAD/L、米国0.61USD/L、豪州0.94AUD/L（IEA, Energy Prices 
and Taxes, Volume 2015 Issue 4の2015年第2四半期、第3四半期の各国平均値）。 

※３ 為替レートは、122円/USD、135円/EUR、96円/CAD、92円/AUD、188円/GBP、128円/CHF、18円/DKK、14円/SEK（みずほ銀行外国為替相場2015年4月から10月の月中平均値）。 
※４ ベルギーはフラマン地域、スイスはジュネーブ州、米国はニューヨーク州及びニューヨーク市を想定。また、フランスの取得税はパリ市、イタリアの車体課税はローマ市、オランダの保有税は北ホ

ラント州、豪州の保有税はニューサウスウェールズ州の税率を適用。 1 



（出典）総務省（2015）第16 回 自動車関係税制のあり方に関する検討会 2 



文献名 調査の背景及び分析対象 分析結果 

Robert Kok（2015） 

（Delft University of 
Technology） 

オランダにおける取得および保有に係る車体課税に
関する課税標準のCO2排出量への変更による効果を、
消費者選好と技術革新に分解した上で、消費者選好
の要因に焦点をあてた分析モデルを構築して検討。 

 取得に係る車体課税（2008年～）、保有に係る車体課税（2012年～）の課
税標準をそれぞれCO2排出量へ変更することで、2008～2013年で約350
万tCO2削減。 

 車体課税の税収は、2008～2013年で総額64億EUR減少。 

Reyer Gerlagh et al.
（2015） 

（Tilburg University） 

EU15ヵ国における2001～2010年に導入された車体課
税、燃料税の効果を、新車販売台数、車両価格、車
体課税額、新車からの平均CO2排出量等を用いた2
財選択モデルを構築して検討。 

 取得に係る車体課税の制度を変更することで、新車からの平均CO2排出
量は年率1.3%減少。燃料税引上げは、燃費性能の良い自動車の購入に
寄与。 

 販売構成については、ガソリン車より燃費の良いディーゼル車のシェア
が6.5%増加。 

Alice Ciccone（2014） 

（University of Oslo） 

ノルウェーにおける保有に係る車体課税に関する課
税標準のCO2排出量への変更の効果を、2004～2005
年（税制改正なし）と2006～2007年（税制改正あり）の
2群に分けて差分の差分法（DID法）を用いて検討。 

 保有に係る車体課税（2007年～）の課税標準をCO2排出量へ変更するこ
とで、新車による平均CO2排出量は、約7.5gCO2/km（2007年）減少。 

 販売構成については、180gCO2/km以上の自動車の販売シェアが12%減
少。また、ガソリン車に比べて燃費性能の良いディーゼル車の販売シェア
は約20％拡大。制度変更による新車登録台数の有意な変化はなし。 

Thomas Klier1 and 
Joshua Linn2（2012） 

（1Federal Reserve Bank of 
Chicago, 2Resources for the 
Future） 

フランスにおける2008年に導入されたボーナス・ペナ
ルティ制度、およびドイツ、スウェーデンそれぞれにお
ける保有に係る車体課税に関する課税標準のCO2排
出量への変更による効果を、新車登録台数を車体課
税額、燃料費、車種、季節等で説明した回帰モデルを
構築して検討。 

 ボーナス・ペナルティ制度の導入あるいは保有に係る車体課税の課税標
準をCO2排出量へ変更することで、新車からの平均CO2排出量は、フラン
スで7.95gCO2/km（2008年）、ドイツで1.7gCO2/km（2009年第2四半期）、
スウェーデンで0.57gCO2/km（2007年）減少。 

 新車登録台数の価格弾性値は、フランス：▲0.417、ドイツ：▲0.322、ス
ウェーデン：▲0.244。取得に係る車体課税の方が、新車登録台数への影
響が大きいことを示唆。 

諸外国における車体課税による環境効果・経済効果等の事例  

（出典） Robert Kok, 2015, “Six years of CO2 -based tax incentives for new passenger cars in The Netherlands: Impacts on purchasing behavior trends and CO2 effectiveness”,  
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2015, “Fiscal policy and CO2 emissions of new passenger cars in the EU”, CPB Discussion Paper 302、 Alice Ciccone, 2014, “Environmental effects of a vehicle tax reform: 
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○ 車体課税の課税標準をCO2排出量に変更することで、CO2排出量の削減や環境性能の良い自動
車のシェア拡大につながるとの研究結果が報告されている。 


